
【７】

配偶者は１３,０００円、配偶者以外２人まで

１人６,０００円。ただし、配偶者のない場

合は１人目１１,０００円、３人目以降は５,０００

円。１６～２２歳の子は５,０００円加算。

扶
養
手
当

持ち家は３,０００円（新築、購入から５年間

に限定）。借家などは月額１２,０００円を超

える家賃を負担している場合、家賃の額

に応じて支給（２７,０００円限度）。

住
居
手
当

交通機関利用者は運賃相当額を支給

（５０,０００円限度）。自動車等使用者は３,６００

円から１８,８００円の範囲で距離に応じて

支給。

通
勤
手
当

２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度１７年度区　分

１９６人１９８人２０８人２１４人２１３人２２１人目標の職員数

－－２０１人２０８人２０９人２１０人実際の職員数

※平成１７年度から２２年度までに職員全体の６.７％に当たる１４人の削減を目標と

する定員適正化計画が策定され、２０年度は７人を削減しています。

議　員副議長議　長副町長町　長区　　　分

２１６,０００円２３１,０００円２８０,０００円５６７,０００円７０５,０００円給料・報酬月額

６月期　  １.６月分　12月期　１.７５月分　計　　３.３５月分期末手当

国山　田　町区　　　分

２３.５０月分２３.５０月分勤続２０年

自
己
都
合

３３.５０月分３３.５０月分勤続２５年

４７.５０月分４７.５０月分勤続３５年

５９.２８月分５９.２８月分最高限度額

３０.５５月分３０.５５月分勤続２０年
勧
奨
・
定
年

４１.３４月分４１.３４月分勤続２５年

５９.２８月分５９.２８月分勤続３５年

５９.２８月分５９.２８月分最高限度額

定年前早期退

職 特 別 措 置

（2％～２０％加算）

定年前早期退

職 特 別 措 置

（2％～２０％加算）

そ　の　他

加 算 措 置

―
勧奨退職

４～８号棒

退　職　時

特 別 昇 給

　　８.５％
職 員 全 体 に 占 め る

手 当 支 給 職 員 の 割 合

２３,８８２円支給対象職員の平均支給年額

町税の賦課徴収、行路死亡処理、

犬猫死がい処理など９種類

主な手当の名

称とその種類

主な増減理由増減
職　員　数区　分

平成１９年度平成２０年度部　門

  3人3人議 会

一
般
行
政
部
門

普
通
会
計
部
門

後期高齢者医療広域連
合への派遣▲１人 ４８人47人総 務

12人12人税 務

職員配置の見直し▲１人19人18人農林水産

商工観光業務の増１人  3人4人商 工

18人18人土 木

事務の統廃合縮小▲１人27人26人民 生

欠員不補充▲１人15人14人衛 生

▲３人１４5人142人計

事務の統廃合縮小、欠員
不補充

▲５人35人30人教 育

－－消 防

▲８人180人172人小 計

    ９人9人水 道公
営
企
業
部
門

    ５人5人下 水 道

後期高齢者医療広域連
合への派遣１人  １４人15人そ の 他

１人  ２８人  29人小 計

▲７人208人201人合　　計

３,０２６万円　支　給　総　額　
年
度

１９

１７.７万円　職員一人当たりの支給年額

１,９４９万円　支　給　総　額　
年
度

１８

１２.２万円　職員一人当たりの支給年額

構　成　比職　員　数標準的な職務内容区　　分

９.４％１３人主 事 補・技 師 補１　　級

８.０％１１人主　　事・技　　師２　　級

３１.２％４３人主　　査・主　　任３　　級

１５.９％２２人課長補佐・副 主 幹４　　級

３０.４％４２人
課　　長・主　　幹

課長補佐・副 主 幹
５　　級

５.１％７人課　　長・主　　幹６　　級

１００％１３８人計

特

扶

退

時

定

部

級

特

殊勤務手当

困難な業務に従事した職員に支給

養・住居・通勤手当

各手当の支給基準（月額）

職手当

退職時に勤続年数に応じて支給

間外勤務手当（普通会計）

正規の労働時間を超えた勤務に支給

別職の報酬

町長や議長など特別職に支給される報酬の状況

別職員数の状況（一般行政職）

階級（役職）別の職員構成

門別職員数の状況（各年４月１日現在）

職員数の異動状況を示したもの

員適正化計画の進ちょく状況（各年４月１日現在）

計画の目標値と実際の達成状況

※期末手当には国と同様に加算措置があります。


